
（様式１）
涌谷町 　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成30年3月31時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30

涌谷町東日本大震災
復興交付金基金残高

涌谷町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

涌谷町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

79,851 2,274 1,233,280

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30

合　計 1,233,280

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0
0

0

1,310,857

0

0
0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

708,093
176,692

交付分
涌谷町

0

0
325,845

48,053
43,870

0 44,604

38,939

0
219,461

52,174

0

177,974
708,432

0
0

0 0

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月31時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 0 0 -

24 248,154 185,186 -

25 588,463 146,737 -
25年7月、造成工事発注。25年9月、六軒町裏地区建築工事発
注。26年2月、渋江地区建築工事発注。

26 84,147 522,650 66,191
H26年7月六軒町裏地区造成工事及び建築工事変更契約、H26
年9月渋江地区造成工事変更契約、H26年12月・H27年2月渋江
地区建築工事変更契約

27 0
28 0 ▲ 40,950 ▲ 40,950
29 ▲ 8,790 ▲ 8,790
30

累計 920,764 ▲ 49,740 854,573 16,451

23 0 0 -

24 14,236 6,414 -

25 0 0 -
25年9月、六軒町裏地区工事発注。26年2月、渋江地区工事発
注。

26 0 3,867 3,955
H26年7月六軒町裏地区建築工事変更契約、H26年12月・H27
年2月渋江地区建築工事変更契約

27 0
28 0
29 ▲ 3,955 ▲ 3,955
30

累計 14,236 ▲ 3,955 10,281 0

23 0 0 -

24 62,755 27,540 -

25 118,949 31,237 - 25年7月、造成工事発注。26年3月、建築工事発注。

26 83,756 175,761 30,922 H26年11月造成工事変更契約、H27年2月建築工事変更契約

27 0
28 0
29 ▲ 28,000 ▲ 28,000
30

累計 265,460 ▲ 28,000 234,538 2,922

全体
事業
期間

995,456 24 ～ 26

－ 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

涌谷町字
六軒町裏
地内及び
渋江地内

町 涌谷町 直接 完了 12,851 24 ～ 26

涌谷町

町 涌谷町 直接 完了 271,386 24 ～ 26D － 4 － 2 －
災害公営住宅
整備事業

省庁名 国土交通省

事業番号

1 D － 4 － 1 －
災害公営住宅
整備事業

涌谷町字
六軒町裏
地内及び
渋江地内

町 涌谷町 直接 完了

3

（様式２D）

涌谷町涌
谷字中江
南地内

2 ◆ D － 4 － 1

24年7月、土地鑑定発注。地質調査発注。24年9月、土地造成
設計発注。建物設計発注。24年11月、用地買収開始。  整備計
画戸数（36戸）

24年7月、土地鑑定発注。地質調査発注。24年9月、土地造成
設計発注。建物設計発注。24年11月、用地買収開始。  整備区
画数（36台分）

25年1月、土地鑑定発注。地質調査発注。土地造成設計発注。
建物設計発注。25年3月用地買収開始。　整備計画戸数(12戸）



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月31時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

涌谷町
省庁名 国土交通省

事業番号

（様式２D）

23 0 0 -

24 700 321 -

25 681 0 - 26年3月、工事発注。

26 628 1,682 6 H27年2月建築工事変更契約

27 0
28 0
29
30

累計 2,009 0 2,003 6
23
24

25

26 6,876 4,034 - 平成27年3月時点、入居者の政令月収により算定

27 44,603 34,971 平成28年3月時点、入居者の政令月収により算定

28 34,359 38,154 30,677 平成29年3月時点、入居者の政令月収により算定

29 41,422 41,182 平成30年4月時点、入居者の政令月収により算定

30
累計 85,838 79,576 110,864 0
23
24
25

26 1,285 438 - 平成27年3月時点、入居者の政令月収により算定

27 3,450 3,968 平成28年3月時点、入居者の政令月収により算定

28 5,015 2,796 4,389 平成29年3月時点、入居者の政令月収により算定

29 3,319 3,422 平成30年4月時点、入居者の政令月収により算定

30
累計 9,750 6,115 12,217 0
23
24
25
26
27

28 12,800 8,804 3,996 Ｈ２８．４月　工事発注

29 ▲ 3,996 ▲ 3,996
30

累計 12,800 ▲ 3,996 8,804 0

～ 32

6 D － 6 － 1 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

涌谷町字
六軒町裏
地内、渋
江地内及
び中江南
地内

町 涌谷町 直接 継続 39,385 26 ～ 32

7 ◆ D － 4 － 1 － 2

災害公営住宅
防風フェンス
整備事業

涌谷町字
渋江地内

4 ◆ D － 4 － 2 － 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

涌谷町涌
谷字中江
南地内

町 涌谷町 直接 完了 2,513 24 ～ 26

町 涌谷町 直接 完了 11,004 28 ～ 28

5 D － 5 － 1 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

涌谷町字
六軒町裏
地内、渋
江地内及
び中江南
地内

町 涌谷町 直接 継続 313,520 26

25年1月、土地鑑定発注。地質調査発注。土地造成設計発注。
建物設計発注。25年3月用地買収開始。　整備区画数(12台分）



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月31時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

涌谷町
省庁名 国土交通省

事業番号

（様式２D）

23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 325,845 0 219,461 0
25 708,093 0 177,974 0
26 176,692 0 708,432 101,074
27 48,053 0 38,939 0
28 52,174 0 43,870 ▲ 36,954
29 0 0 44,604 ▲ 44,741
30 0 0 0 0

1,646,115 1,310,857 0 1,233,280 19,379
23 0 0 0 0
24 325,845 0 219,461 0
25 708,093 0 177,974 0
26 176,692 0 708,432 101,074
27 48,053 0 38,939 0
28 52,174 0 43,870 ▲ 36,954
29 0 0 44,604 ▲ 44,741
30 0 0 0 0

1,646,115 1,310,857 0 1,233,280 19,379

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


